
※印の事業については、”実績欄”の量の見込みは「実際にサービスを利用した人数」、提供体制は「受入可能な人数」を表しています。

第２次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（地域子ども・子育て支援事業（１３事業））

量の見込み 提供体制 量の見込み 提供体制
令和３年度

当初予算額（円）
令和３年度
決算額(円)

令和４年度
当初予算額(円)

【基本型】
子育て支援コーディネーターを配置し、子育て
家庭等の相談を受けて、子育て支援に関する
情報の提供や、子育て支援サービスや保育所
等の利用についての助言・支援を行った。
また、新型コロナウイルス感染拡大の状況をみ
ながら、地域の関係機関との支援体制づくり
のため、保育施設等を訪問した。
なお、令和２年４月に１か所増設し、児童セン
ター地域子育て支援センターにおいて事業を
開始した。
（１）すぎのこ保育園地域子育て支援センター
（市北部）
（２）児童センター地域子育て支援センター（市
中央部）
・利用者数　５８４件（来所５４４件、電話１９件、
その他２１件）

3か所 ３か所 2か所 ２か所 Ｃ
３か所目の増設については、財政非
常事態宣言により見送りとなった。

子育て支援コーディネーターを配置し、子
育て家庭等の相談を受けて、子育て支援
に関する情報の提供や、子育て支援サービ
スの利用についての助言・支援を行う。ま
た、地域の関係機関との支援体制づくりの
ため、保育施設、医療機関（産婦人科）及び
近隣の商業施設等を訪問する。

10,890,000 11,078,000 11,034,000 こども支援課

【特定型】
【利用者支援事業（特定型）１か所（市役所
で利用者支援員を配置し実施。）】・窓口相
談件数　３０９件（来庁２９１件、電話１８
件）・内訳：保育施設の利用について３３６
件、一時保育等の利用について２０件、そ
の他４３件（１回の相談で重複するものも
有。）・地域子育て支援センターにおける保
育事業等の周知活動　セサミ、るーえん、
つぼみ、山ゆり

１か所 １か所 １か所 １か所 Ｂ

利用者支援員の名称を保育コンシェルジュ
に変更し、引き続き教育・保育施設や子育
て支援サービス等の情報提供や相談等を
実施する。

4,349,000 3,820,988 4,276,000 保育課

【母子保健型】
保健センター及び市役所こども支援課窓口
で、妊娠届出及び母子健康手帳の交付時に、
専門職である母子保健コーディネーターが面
接交付による相談支援を継続して実施した。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、郵送での妊娠届出者や妊婦以外の方の届
出の場合は、後日母子保健コーディネーターが
電話支援を継続し実施した。

・妊娠届出件数　 1,１３７件
・面接交付件数　 　８７７件
※妊婦以外54件
・電話支援件数　　２６０件
・要支援妊婦（継続支援）　２５２件

１か所 １か所 １か所 １か所 Ｂ

保健センター及び市役所こども支援課窓
口で、妊娠届出及び母子健康手帳の交付
時に、専門職である母子保健コーディネー
ターが面接交付による相談支援を継続し
て実施する。
令和３年度に引き続き新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため、郵送交付を継続
する。

9,055,000 8,367,133 9,046,000 保健センター

2
時間外保育事
業

就労時間の延長などにより通
常の保育時間を超える保育が
必要な場合、保育園等での保
育時間を延長して子どもの預
かりを行う。

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の
増加に伴う保育時間の延長に対する需要
に対応するため、保育園等での保育時間
を延長して児童の預かりを行った。

公立保育園６園        延べ2,512人
法人保育園３０園　　　延べ13,487人
小規模保育施設１４園　延べ2,047人
認定こども園１園　　　延べ214人
計　延べ１８，２６０人

２，７０４人 ２，７０４人 ※　1,480人 ※　3,312人 Ｂ

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の
増加に伴う保育時間の延長に対する需要
に対応するため、保育園その他の場所で延
長保育を行う。

実施園　公立保育園６園、法人保育園３１
園、小規模保育施設２４園、認定こども園１
園

54,272,000 33,584,381 46,787,000 保育課

3
放課後児童保
育室事業

親が共働きである世帯など、
留守が多い世帯の小学生を対
象に、児童館や学校の余裕教
室、公民館等で、放課後に適
切な遊びや生活の場を提供す
る。

第四放課後児童保育室については、狭あ
い化、東野放課後児童保育室については、
老朽化及び狭あい化の解消のため、学校
敷地内又は近隣地に新たに放課後児童保
育室を整備した。
また、東北児童保育室について、狭あい化
を解消するために整備する新たな放課後
児童保育室の建設工事の設計を行った。

１，６０１人 １，５２８人 ※　1,４21人 ※　1,498人 Ｂ
　東北放課後児童保育室について、狭あい
化の解消のため、学校敷地内に新たに放
課後児童保育室を整備する。

994,565,000 931,400,536 873,248,000 保育課

事業
No. 事業名 事業内容

令和３年度実績

令和４年度の予定 備考 担当課
内容

計画 実績

進捗度 理由

事業費

1
利用者支援事
業

誰もが利用できる、子ども・子
育てに関するサービスの総合
案内として、就学前の子ども
及びその保護者、又は妊娠し
ている方やその家族等が自身
のニーズに合わせた幼稚園・
保育園等の施設や地域の子育
て支援サービスを適切に選択
して利用できるように、情報
の提供や相談・支援を行う。

1



※印の事業については、”実績欄”の量の見込みは「実際にサービスを利用した人数」、提供体制は「受入可能な人数」を表しています。

量の見込み 提供体制 量の見込み 提供体制
令和３年度

当初予算額（円）
令和３年度
決算額(円)

令和４年度
当初予算額(円)

事業
No. 事業名 事業内容

令和３年度実績

令和４年度の予定 備考 担当課
内容

計画 実績

進捗度 理由

事業費

【ショートステイ】
適切にサービスを実施できる施設がない
ことから、児童相談所の一時保護で対応
する。

２７人 ２７人 23人 23人 Ｂ

【ショートステイ】
適切にサービスを実施できる施設がない
ことから、児童相談所の一時保護で対応す
る。

0 0 0 こども支援課

【トワイライトステイ】
ファミリー・サポート・センター事業による
夜間の預かり援助で対応した。

３００人 ３００人 325人 ３２５人 Ｂ
【トワイライトステイ】
ファミリー・サポート・センター事業による
夜間の預かり援助で対応する。

0 0 0

事業費については、
「10　ファミリー・サ
ポート・センター事業」
で対応

こども支援課

5
乳児家庭全戸
訪問事業

生後４か月までの乳児がいる
全ての家庭に、保健師や助産
師が訪問し、子育てに関する
相談や保護者の心身の相談に
応じたり、母子保健サービス
の情報提供などを行う。

生後４か月までの乳児がいる家庭を対象
に、保健師や助産師が赤ちゃん訪問を行っ
た。
また、赤ちゃん訪問を受けていない生後４
か月までの乳児がいる家庭には「こんにち
は赤ちゃん」訪問を行った。
訪問件数　1,073件

１，２３１人 １，２３１人 1,073人 1,073人 Ｂ
保健師や助産師が訪問し、子育てに関する
相談や保護者の心身の相談に応じたり、母
子保健サービスの情報提供などを行う。

6,540,000 6,308,668 6,555,000 保健センター

6
養育支援訪問
事業

子育てに対して不安や孤立感
を抱える家庭や、様々な原因
で特に養育支援が必要となっ
ている家庭を訪問し、保健師・
助産師・保育士による養育に
関わる指導助言又はホームヘ
ルパーによる家事の援助を実
施することにより、適切な養
育ができるよう支援する。

利用者数０件
支援者研修会1回実施

2人 ２人 0人 0人 Ｂ
訪問回数（延べ）３３回
支援者研修会年１回実施

196,000 17,340 214,000

対象者がいる場合にの
み支援するため、対象
者がいない場合もあ
る。

こども支援課

7
地域子ども・子
育て支援拠点
事業

乳幼児及びその保護者、又は
妊娠している方やその家族等
が相互の交流を行う場所を開
設し、子育てについての相談、
情報の提供、助言その他の援
助を行う。

地域子育て支援センター９か所において
事業を実施した。
また、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のため、利用制限を設けた上で事
業を実施した。
・延べ利用者数：32,105人（大人
14,763人、子ども17,342人）
・子育て相談件数4,342件、子育て情報
提供件数4,099件、サークル指導件数
65件

８６，０１４人
８６，０１４人

（１１か所）
32,105人

32,105人
（９か所）

Ｂ

地域子育て支援センター11か所において
事業を実施する。
また、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のため、利用制限を設けた上で事
業を実施する。

69,499,000 71,207,000 86,924,000

令和２年度に新規開設
に向けてプロポーザル
を予定していたが、財
政見直しにより中止。
令和３年度も引き続き
中止となった。

こども支援課

4

子育て短期支
援事業（ショー
トステイ・トワイ
ライトステイ）

保護者が疾病・疲労など身体
上・環境上の理由により児童
の養護が一時的に困難となっ
た場合に、児童養護施設など
保護を適切に行うことができ
る施設等において養育・保護
を行う（ショートステイ）。
保護者が仕事等により帰宅時
間が夜間になる場合や休日の
勤務の場合に、児童養護施設
等において一時預かりを行う
（トワイライトステイ）。

2



※印の事業については、”実績欄”の量の見込みは「実際にサービスを利用した人数」、提供体制は「受入可能な人数」を表しています。

量の見込み 提供体制 量の見込み 提供体制
令和３年度

当初予算額（円）
令和３年度
決算額(円)

令和４年度
当初予算額(円)

事業
No. 事業名 事業内容

令和３年度実績

令和４年度の予定 備考 担当課
内容

計画 実績

進捗度 理由

事業費

【幼稚園型】
・幼稚園又は認定こども園に在籍する満３
歳以上の児童で、教育時間の前後又は長
期休業日等に当該幼稚園又は認定こども
園において一時的に保育を行った。

実施園６園
延べ１２，２２０人

３，６３６人／年 ７，３５０人／年 　※　12,220人／年 ※　23,010人／年 Ａ
令和２年度から実施園が１園増え、延
べ利用者及び提供体制が増加したた
め。

幼稚園又は認定こども園に在籍する満３
歳以上の児童で、教育時間の前後又は長
期休業日等に当該幼稚園又は認定こども
園において一時的に保育を行う。

実施園　６園

1,550,680 682,560 1,413,600 保育課

【一般型・余裕活用型】
・保護者の急病や断続的勤務・短時間勤務
等の勤務形態の多様化等に伴い、一時的
に家庭において保育を受けることが困難
となった乳幼児又は幼児について、主とし
て昼間において保育園その他の場所で一
時預かりを行った。

公立保育園　実施園１園　　　一日利用延
べ５１７人、半日延べ１０１人
法人保育園　実施園１１園　　一日利用延
べ３，７０６人、半日延べ３６０人
小規模保育施設　実施園２園　　　利用延
べ１，１９９人

１１，６１０人／年 ３５，３２２人／年 ※　5,8８3人／年 ※　31,569人／年 Ｃ
実施園が減るとともに、利用者が
減ったため。

保護者の急病や断続的勤務・短時間勤務
等の勤務形態の多様化等に伴い、一時的
に家庭において保育を受けることが困難
となった乳幼児又は幼児について、主とし
て昼間において保育園その他の場所で一
時預かりを行う。

実施園　公立保育園　１園、法人保育園　１
１園、小規模保育施設　１４園

54,141,320 38,171,060 47,298,400 保育課

9
病児・病後児保
育事業

児童が発熱等の病気となった
場合、病院や保育園等に付設
された専用スペースにおいて
看護師等が一時的に保育を行
う。

児童が病気の回復期にあり、保育園等で
の集団保育の困難な期間、当該児童を病
院、保育園等に付設された専用スペース
で看護師等が一時的に保育を行った。

実施園２園
利用延べ人数　３１人

７３人／年 ４９２人／年 ※　31人／年 ※　968人／年 Ａ
令和２年度から実施園が１園増え、提
供体制が増となった。

児童が病気の回復期にあり、保育園等で
の集団保育の困難な期間、当該児童を病
院、保育園等に付設されたスペースで看護
師等が一時的に保育を行う。
実施園２園

8,706,000 8,706,000 8,706,000 保育課

8
一時預かり事

業

家庭において保育を受けるこ
とが一時的に困難となった乳
児又は幼児について、主とし
て昼間において、保育園その
他の場所で一時預かりを行
う。

3



※印の事業については、”実績欄”の量の見込みは「実際にサービスを利用した人数」、提供体制は「受入可能な人数」を表しています。

量の見込み 提供体制 量の見込み 提供体制
令和３年度

当初予算額（円）
令和３年度
決算額(円)

令和４年度
当初予算額(円)

事業
No. 事業名 事業内容

令和３年度実績

令和４年度の予定 備考 担当課
内容

計画 実績

進捗度 理由

事業費

10
ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

子どもの送迎や預かり等の援
助を受けたい会員（利用会
員）、援助を行う会員（協力会
員）及び利用・協力どちらも行
う会員（両方会員）からなるボ
ランティア的相互援助の組織
で、アドバイザーが会員の援助
活動の調整を行う。

・協力会員３０６人、利用会員１，２８６人、
両方会員１１９人　合計１，７１１人
・援助件数３，０８１件（うち産後育児サ
ポート（※）は６６件）
※産後育児サポートは新生児の沐浴や授
乳等育児のサポートを保護者の管理、監
督のもと利用会員宅で援助を行う活動。
・援助者対象の茶話会１回実施・会報誌の
発行３回実施
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止のため、講習会は年１５回の予定を５回
に縮小し、交流会は中止した。

７，７５６回／年

（就学前児童：
3,241回／年）

（就学児童：
４，５１５回／年）

７，７５６回／年

3,666回／年

（就学前児童：
2,080回／年）

（就学児童：
1,586回／年）

3,666回／年 Ｂ

会員のマッチングはおおむねできている
が、利用会員の増加、援助内容の多様化
等、課題もあるため引続き援助者（協力会
員、両方会員）の拡充に努めていく。
また、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のため、交流会は休止する。

9,326,000 7,250,152 9,001,000

令和２年８月１日から、
病児・緊急対応強化事
業として緊急サポート
事業を開始した。

内訳
①提供体制実績
　112回／年
②令和３年度決算額
　1,320,000円
③令和４年度予算額
　1,320,000円

こども支援課

11
妊婦健康診査
事業

妊娠している方に対して、母
子健康手帳交付時に妊婦健康
診査受診票・助成券を交付。医
療機関に委託して14 回の妊
婦健康診査のほか、HIV 抗体
検査、HBｓ抗原検査、HCV 抗
体検査、子宮頚がん検査、
HTLV-1抗体検査、性器クラ
ミジア検査、風疹ウイルス抗体
検査を実施。委託契約のでき
ない医療機関を受診した場合
には、妊婦健康診査の受診料
を償還払いで助成する。

妊娠中の異常を早期に発見し、適切な保健指
導を行うため、委託医療機関及び委託助産院
において健康診査を実施した。
妊婦健康診査
（超音波検査・Ｂ群溶血性連鎖球菌検査含む。）
　受診者数　１～１４回目　延べ13,200人
その他の検査等
　受診者数       延べ　６，８２０人
 (１)Ｂ型肝炎抗原検査（ＨＢＳ）  ９８７人
 (２)Ｃ型肝炎抗体検査（ＨＣＶ) ９８７人
 (３)ＨＩＶ抗体検査                  ９８７人
 (４)子宮頸がん検査　            ９２５人
 (５)ＨＴＬＶ－１抗体検査　　　　９９７人
 (６)性器クラミジア検査　  　　９５３人
 (７)風疹ウィルス抗体検査　　 ９８４人
 (８)多胎児助成金　　　　　　　　   　１人

１,２３１人
（延べ１７，２３４人）

１，２３１人 943人 ９４３人 Ｂ 妊婦健康診査として、1,109人を見込む。 104,297,000 100,713,120 103,216,000 保健センター

12
実費徴収に係
る補足給付を
行う事業

特定教育・保育施設等に対し
て保護者が支払うべき日用
品、文房具その他の教育・保育
に必要な物品の購入に要する
費用又は行事への参加に要す
る費用について、一部又は全
額を助成する。

令和元年１０月から実施の幼児教育・保育
無償化に伴い、私学助成幼稚園に通う年
収３６０万円未満相当世帯及び小学校３年
生までの第３子以降の副食材料費を月額
４，５００円を上限に補助を実施した。

申請延べ人数１，７１０人

４，５７２人（延べ） ４，５７２人（延べ） １，７１０人（延べ） １，７１０人（延べ） Ｃ
副食材料費補助の対象となる人数に
対して、実際に補助申請をした人数
が少なかっため。

私学助成幼稚園に通う年収３６０万円未満
相当世帯及び小学校３年生までの第３子
以降の副食材料費を月額４，５００円を上
限に補助を実施する。

20,574,000 4,586,320 16,200,000 保育課

13

多様な主体が
本制度に参入
することを促
進するための
事業

民間事業者の参入促進、多様
な事業者の能力活用といった
観点から効果が高いと考えら
れる事業を実施する。

幼児教育無償化の対象とならない施設
（いわゆる幼児教育類似施設）を利用する
児童の保護者に対して、月額２０，０００円
を上限に利用料の補助を実施する。

40人（延べ） 40人（延べ） 45人（延べ） 45人（延べ） Ａ
転入により年度途中で補助対象者が
１名増えたため。

幼児教育無償化の対象とならない施設（い
わゆる幼児教育類似施設）を利用する児童
の保護者に対して、月額２０，０００円を上
限に利用料の補助を実施する。

0 888,500 960,000 保育課
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